
























































（ 3 ）　張建軍「最後手段性：現代刑法的基本理念」（『光明日報』2014年 9 月17日）






























（ 5 ）　張明楷「司法上的犯罪化与非犯罪化」（『法学家』2008年 4 期）参照。


















































































































































































































































































































































































（19）　 1 月以上 6 月以下の労働刑で、最寄りの警察署で行われる。毎月1,2回の帰宅
も許される（刑法第 3 章第 3 節）。
（20）　主刑のうち最も軽いとされるもので、 3 月から 2 年の期間について、（一般的
及び特定の）行動・活動についての義務や制限または禁止の措置が行われる（刑法
第 3 章第 2 節）。























































































































































刑法」「97年刑法」と呼称される。本稿でいう「第 8 改正」「第 9 改正」は、いずれ

















































































































































































































（27）　張伯晋「多種危険駕駛行為是否入罪引争議」検察日報2015年 3 月 8 日。
244　　早法 92 巻 3 号（2017）
る道具としての刑法に介入させるべきか、またどのように介入させるかと
いう問いの中で、慎重かつ抑制された態度を保ち、すべての社会管理手段
を使い尽くしてもやはり望ましい効果が得られないというときにのみ、刑
法による介入を行うべきである。
おわりに
　刑事立法が謙抑性の理念に反することの原因は複雑である。それはとき
に、政策そしてその背後にある権力の影響ないし作用により生み出される
のであり、正に「立法過程においては、一定領域の統治政策に対応するた
め、刑法体系の調和性を顧みず、刑法が矢面に立たされる
（28）
」と指摘される
とおりである。
　また、それは民意に対する過度の妥協ないし譲歩によりもたらされるこ
ともある。確かに、刑事立法の民主化及び公開化については、これを肯定
し堅持していかなければならないが、民意ないし所謂社会の重大な関心に
過度に反応することには賛同できない。民意というものは時に激しく荒れ
狂うものであり、民意を反映すべき立法機関であっても、それを考慮する
際には慎重に慎重を期さなければならない。
　我々は権力に対して、また民意に対して、いずれも独立の品格を保たな
ければならない。刑法学の見地から、我々のできることは、「法律制定者
がそこからくみ取ったところの法学文献はいつかそれ自体『紙くず』とな
り」、それ自体は廃れて消えゆくものであるとしても、学究に努めた結果
は、よりよい法典の中で生き続けていくのである
（29）
」との認識を保ち、それ
を自らに明確に言い聞かせていくことである。
（28）　孫万懐「寛厳相済刑事政策応回帰為司法政策」法学研究2014年 4 期。
（29）　カール・ラーレンツ「論作為科学的法学的不可或缺性─1966年 4 月20日在柏林
法学会的演講」（趙陽訳）比較法研究2005年 3 期。
